
E20＝00256
E21＝00245
E22＝00241
E23＝00131
E24＝00126
E25＝00054
E26＝00045
E27＝00018
F 地方団体がその資本金その他これに準ずるもの（以下
この表において「資本金等」という。）の２分の１以上を
出資する株式会社（以下「第三セクター」という。）が行
う地下高速鉄道の建設に係る事業費を基礎として総務大
臣が算定して通知した額
G 昭和47年度から昭和51年度までの各年度において発行
を許可された地下鉄事業債の支払利息相当額を対象とし
て昭和58年度から平成４年度までの各年度において発行
を許可された地方債（以下「地下鉄事業新特例債」とい
う。）に係る当該年度における元金償還金
H 昭和58年度から平成２年度までの各年度において発行
を許可された地下鉄建設事業債の支払利息相当額を対象
として平成15年度以降の各年度において発行を許可され
た地方債（以下「地下鉄事業続特例債」という。）及び平
成３年度から平成12年度までの各年度において発行を許
可された地下鉄事業債の支払利息相当額を対象として平
成25年度及び平成26年度について同意又は許可を得た地
方債（以下「地下鉄事業再特例債」という。）に係る当該
年度における元金償還金の額のうち総務大臣が算定して
通知した額
Iｎ 平成ｎ年度（平成27年度以降に限る。）において発行に
ついて同意又は許可を得た地下鉄事業再特例債の額のう
ち総務大臣が算定して通知した額
J27＝0045
K 昭和46年度以降に建設された都道府県営の地下高速鉄
道の建設に係る事業費の一部を出資する財源に充てるた
め平成11年度以前の各年度において発行を許可された地
方債（昭和46年度、昭和47年度、昭和50年度から昭和61
年度までの各年度及び平成３年度から平成11年度までの
各年度において地方税の減収に伴い発行を許可された地
方債、昭和50年度から昭和57年度までの各年度、昭和59
年度、平成10年度及び平成11年度において財政健全化の
ため発行を許可された地方債、地域財政特例対策債並び
に当該年度の６月１日以降において借り入れた地方債を
除く。）の当該年度における元利償還金
Lｎ 昭和46年度以降に建設された都道府県営の地下高速鉄
道の建設に係る事業費の一部を出資する財源に充てるた
め平成ｎ年度において発行について同意又は許可を得た
地方債（平成12年度から平成20年度までの各年度におい
て地方税の減収に伴い発行について同意又は許可を得た
地方債並びに平成12年度から平成20年度までの各年度に
おいて財政健全化のために発行について同意又は許可を
得た地方債を除く。）の額に相当する額

M12＝00300
M13＝00318
M14＝00212
M15＝00246
M16＝00250
M17＝00250
M18＝00253
M19＝00256
M20＝00256
M21＝00245
M22＝00241
M23＝00131
M24＝00126
M25＝00054
M26＝00045
M27＝00018
N 地下鉄緊急整備事業（「地下鉄緊急整備事業について」
（平成６年３月31日付け鉄財第98号、自治企一第37号）
に基づき施行する事業をいう。）の地方単独整備区間に係
る事業費に充てるため平成６年度以降の各年度において
発行について同意又は許可を得た地方債（当該年度の６
月１日以降に借り入れた地方債を除く。以下「地下鉄緊
急整備事業債」という。）の当該年度における元利償還金
を基礎として総務大臣が算定して通知した額
O 地下鉄事業続特例債及び昭和58年度から平成２年度ま
での各年度において発行を許可された地下鉄事業の当該
年度における支払利息相当額を対象として総務大臣が調
査したものの当該年度における支払利息のうち、当該地
方債の年利率の12パーセントの範囲内で発行利率に相
当する利率として計算した額として総務大臣が通知した
額
P 地下高速鉄道を経営する第三セクターに対し出資する
財源に充てるため平成６年度以降の各年度において発行
について同意又は許可を得た都市高速鉄道事業債の額の
うち総務大臣が算定して通知した額に別表第三の十に定
める率を乗じて得た額
Q 地下高速鉄道を経営する第三セクターに対し補助する
財源に充てるため平成13年度以降の各年度において発行
について同意又は許可を得た都市高速鉄道事業債の額の
うち総務大臣が算定して通知した額に別表第三の十に定
める率を乗じて得た額
R ニュータウン鉄道等を経営する第三セクターに対し出
資する財源に充てるため平成10年度以降の各年度におい
て発行について同意又は許可を得た都市高速鉄道事業債
の額のうち総務大臣が算定して通知した額に別表第三の
十に定める率を乗じて得た額
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